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おわりに

は じ め に

エジプトは１９９０年代以降，近隣の中東・北ア

フリカ（MENA）諸国および欧州連合（EU）や

アメリカなどと自由貿易協定（FTA）を含む経

済連携を積極的に推進している。特にEUとは

１９９５年以来，他のMENA諸国と同様に，「バル

セロナプロセス」と称する貿易自由化，政治経

済改革，EUからの資金協力などを含む協議を

行い，２００２年に二国間の「連合協定」に合意し

ている（発効は２００４年）。

なぜエジプトはこれらの経済統合を推し進め

ているのだろうか？ その政治的，経済的なゴ

ールはなにか。確かにエジプトの主要輸出市場

である欧米との経済統合は，貿易・投資の拡大

を通じて経済の活性化を促すという点では合理

的であるようにみえる。だが実際にはエジプト

の経済統合は，EUとのそれに先んじて，貿易

投資実績が比較的小さい近隣諸国と結ばれてい

った。このことはエジプトの経済統合戦略と一

口にいっても，国内外情勢の変化とともに異な

るタイミングで異なる目的が背景にあると考え

られないだろうか。

経済統合の期待される効果として，貿易創出

・転換効果という静学的厚生の変化が伝統的に

あげられてきた。例えば Soloaga and Winters
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《要 約》

エジプトの地域統合政策の目的は，１９９０年代初頭の政治的な地位の確保から，１９９５年の欧州連合・

地中海連携プロセスを契機として，市場統合による国内経済の活性化への転換している。だがその経

済構造は依然として硬直的で，過去１０年間のGDP構成や貿易パターンに大きな変化はみられない。

ただし２０００年代に入り，特にポンド安の影響もあり９．１１同時多発テロでいったん低迷した輸出の回復

が著しい。また貿易相手国は多様化し，新たな国々との貿易依存度が高まっている。加えてより細分

化された分類では一部の伝統的輸出品目の比較優位に変化がみられた。なお同時期の海外直接投資の

流入についても堅調な伸びが観察されるとともに，従来実績のなかった域内外の国々からの投資が行

われている。だがエジプトがその経済統合によって期待される長期的な効果を充分得るためには，経

済制度の改革を通じて，その劣悪なビジネス環境を改善することが不可欠である。
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（１９９９），渡辺（２００５）のように，応用グラビテ

ィモデルから個別の統合スキームについて貿易

創出・転換効果の数値化を試みた研究もある。

だがエジプトの文脈では，既に「協力協定」に

よって１９７０年代から欧州市場への工業品輸出は

ゼロ関税が適用されており，また農業分野の欧

州市場アクセスについても依然として制約が存

在することから，連合協定によって追加的に貿

易が創出される見込みは大きいとはいえない

［Hoekman and Djankov１９９７］。

むしろバルセロナプロセスの貿易自由化など

を通じて目指すべきは以下のように集約されよ

う［Söderling２００５］。（１）生産性向上：資源の

より効率的な配分，技術移転，より広範な投入

財，競争圧力，規模の経済を通じて，（２）輸出

主導型の成長によって，外的ショックへの耐性

を高めまた需要を増大させる，（３）（多様化の

度合いと生産性向上は正の相関にあるという理解

から）経済構造の多様化を通じ，交易条件の悪

化を防ぐ。また具体的には（４）連合協定によっ

て担保される自由化や制度改革によって投資が

活性化される，（５）輸出入取引に付随する取引

費用（例えば行政手続きなどのコスト）の削減，

（６）エジプト国内市場の独占形態が崩され価格

が限界費用に接近する，（７）欧州市場へのアク

セス改善（検疫，製品安全基準などを通じたEU側

の恣意的措置を防ぐため），（８）欧州からの金融

移転が増加するといった潜在的な効果が期待さ

れる。

では実際にバルセロナプロセスによって，エ

ジプトの経済構造や貿易・投資パターンに上記

のような期待される変化の兆しがみられるのだ

ろうか？ EUとの統合の効果については，連

合協定発効から３年が経過したものの，協定が

規定する自由化が完全に実施されるのは２０１４年

以降であることから，協定の効果が財・サービ

スの貿易に現れるのはまだ先であろう。そもそ

も従来のMENA地域のFTAが貿易に及ぼす影響

は限定的であった（注１）。だが海外直接投資

（FDI）の流入に関しては，近年の実証分析（例

えばMedvedev２００６）によれば，先進国と途上

国の南北間の特恵貿易協定（PTA）において，

特に加盟国の市場規模が大きい（かつ成長率が

高い）場合，後者へのFDI流入に正の影響が認

められている。またこの傾向は，加盟国間のル

ールや規制といった制度面の調整を含む「深い」

統合を企図する１９９０年代末から２０００年代のPTA

についてより顕著である。「エジプト・EU連合

協定」はまさにこれらの条件に符合するが，実

際のパフォーマンスはどうであったか？

また上記のような経済統合によって期待され

る効果をもたらすには，エジプトにとってなに

が必要条件となるのか？ Enders（２００７）は経

済環境の制度面に注目し，マクロ経済指標（特

に金融面に注目），ビジネス環境・ガバナンス指

標の検証を通じて，エジプト経済は投資に対す

るリターンが見合わないことが成長制約要因と

なっていると論じた。これは何が弊害となって

いるのだろうか。エジプト政府は２００４年以降，

為替の自由化，関税削減，税体系の見直し，金

融セクター改革，民営化など一連の改革を進め

ている。これらの諸策が是正すべき課題とはな

にか。

本論では上記の問いに対して，これまでのエ

ジプトの経済統合の展開をレビューするととも

に，統計データを基に１９９０年代以降の経済構造，

貿易・投資パターンの推移を検証する。そのう

えで経済統合の成否の鍵と考えられる同国のビ
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ジネス環境を改善するための課題を考察する。

近年のエジプト経済を様々な視点から概観す

る既存の研究は多く存在する。例えば先述のと

おりEnders（２００７）は，おもに金融面のマクロ

指標に注目し２００４年以降の経済政策改革を評価

したうえで成長制約要因を検証している。また

バルセロナプロセスの政治的な側面に注目した

Lorca and Escribano（１９９９）は，本論でも採用

する貿易結合度指数を使用して，欧州側の視点

で地中海諸国との経済統合を分析している。だ

がエジプトの地域統合戦略が始まった１９９０年代

初頭からの貿易・投資パターンの時系列推移を

統合の進展とリンクさせて検証したものは多く

ない。本論ではエジプトを主語にした統合戦略

の質的転換を考察したうえで，そのような転換

が経済パフォーマンスにどのように反映されて

きたか（あるいはそうでないのか）という，既存

研究で十分カバーされているとはいえない点を

取り上げる（注２）。

本論の構成は以下の通り。第Ⅰ節では，エジ

プトのEU，アメリカ，近隣諸国との経済統合

プロセスの経緯と問題点を論じる。第Ⅱ節では

エジプトの貿易パターンを貿易結合度と顕示比

較優位指数の点から検証する。第Ⅲ節ではFDI

流入の推移を検証したうえで，第Ⅳ節で同国の

ビジネス環境の問題点を検討する。最後に，本

論をまとめたうえで，エジプトの地域経済統合

に関する含意を抽出する。

Ⅰ エジプトの経済統合プロセス

１．欧州との経済連携──協力協定からバル

セロナプロセスまで──

エジプトと欧州の経済連携の始まりは，１９７７

年に結ばれた「協力協定」による制度化まで�

る。この協定によってエジプトから欧州共同体

（当時）への工業製品・農業産品に対する関税

免税に加え，エジプト対しての経済支援が行わ

れた（注３）。ただしエジプトの主要輸出産品であ

った紡績糸・綿繊維は割当量分についてのみ，

また農業産品については特定の季節や期間にお

いての枠内のみと，免税範囲が制限されたもの

であった。

１９９０年代に入り欧州連合（EU）は対MENA

諸国政策を拡充する。１９９５年にスペインでEU

１５カ国（当時）と地中海地域の１２の国・自治政

府による「EU・地中海諸国外相会議」を開催

し，「バルセロナ宣言」（バルセロナプロセス）

を採択した（注４）。これは１９９０年代に入って湾岸

戦争やオスロ合意による中東情勢の変化，ある

いは北アフリカ地域におけるイスラム原理主義

勢力が台頭する情勢の中で，包括的・戦略的取

り組みが不可欠との認識をEUが強めたことに

よる［村橋２００５］（注５）。

バルセロナプロセスはEUとMENA諸国の対

話及び協力を通じて，（１）後者の政治・経済的

安定，（民主化や経済の自由化を射程とする諸改革

の促進），（２）EUで問題となっているMENAか

らの移民流入の防止，（３）エネルギーの安定供

給を確保することなどを目的とし，後述の「欧

州近隣諸国政策」（ENP）とともにEUの対地中

海諸国基本政策を形成している［EC２００５a］。

本プロセスには２０１０年にEU・地中海諸国の自

由貿易圏の創設が盛り込まれ，これにもとづい

てEUと二国間の連合協定が各々結ばれてい

る（注６）。

エジプトとEUはこれに沿って連合協定に

２００２年合意し，国内調整を経て２００４年３月に発
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効した。この協定は上記のEUの目的を反映し，

政治対話と様々な協力を通じて地域の安全保障

や社会的安定，民主制度，経済開発を実現する

ことが謳われている（注７）。そのなかで経済分野

については，（１）発効から１２年以内に両者間の

自由貿易地域の完成（注８），（２）サービス貿易分

野の最恵国待遇を相互付与，（３）資本移転の自

由，（４）資金協力（注９），（５）経済・科学・技術

協力（注１０）が含まれる。

２．欧州近隣諸国政策（ENP）

２００４年に２５カ国に拡大したEUは，ENPを新

たに打ち出した。これはEU加盟国（および加盟

候補国）と，将来にわたって加盟を前提としな

い東欧・地中海諸国との間の潜在的な分断を防

ぐために，後者との関係を強化し欧州の安定と

安全保障を確保することがねらいとなっている

［EC２００４a, b］（注１１）。対MENAの文脈では，バ

ルセロナプロセスを推進し連合協定締結国の政

治経済分野での改革を促進することを主眼とし

ている。

ENP参加国はEUとの間で二国間協定の「ア

クションプラン」に合意することが条件となる。

EUがあらかじめ対象国の政治経済状況や制度

について「カントリーレポート」を作成し，こ

れにもとづいて相手国政府とアクションプラン

の内容を協議する。この協議では，関税，環境，

工業規格，保健，動物・植物検疫に関する諸規

則といった項目について具体的改革計画を作成

し，二国間協定によって改革の実施をMENA

側に迫るものである［EC２００４b］。またEU側は

これらの実施を資金協力とパッケージにして推

し進めている（注１２）。

エジプトについては，２００５年のカントリーレ

ポート作成から合意まで２年を要し，２００７年３

月にようやくアクションプランの合意段階に至

った。EU側の「カントリーレポート」［EC２００５

b］によると，同プランには民主化，法の支配，

人権，外交・安全保障政策分野に加え，経済社

会開発政策，貿易，国内分野（エネルギー，運

輸，環境，海事，漁業，情報社会，研究開発，司

法・内務，人的交流）が具体的な分野として含

まれている。だが実際の交渉停滞の直接的な要

因は，経済政策上の調整というよりはむしろ人

権問題と核兵器保有の規制をめぐる政治的な対

立であった［Gulf News ２００６］（注１３）。

３．アメリカとの貿易・投資協定

２００７年１０月現在，アメリカとの間ではFTAは

結ばれていないものの，「貿易・投資枠組み協

定」（TIFA）が１９９９年７月に締結されている。

この協定は両国の貿易・投資の促進を目的とし

て，通関手続き円滑化，民営化促進，知的所有

権の保護，ガバナンス，銀行セクター改革など

がエジプトの実施項目と規定されており，アメ

リカの関心を反映したものとなっている［渡辺

２００５］。これに加えイスラエルとエジプトの経

済的結びつきを促し中東地域の安定に寄与する

との目的で，エジプト内に「Qualifying Industrial

Zone」（QIZ）という特定加工区域取り決めを

２００４年に行っている［Ministry of Foreign Trade

and Industry, Egypt２００５b］（注１４）。

エジプト側としては，後述の通りEUと共に

最大の貿易相手国であるアメリカとの間でまず

FTAを結びアメリカ市場へのアクセスを確保し，

その次の段階でTIFAに盛り込まれた改革を進

めたい意向である。だがこれに対しアメリカは

TIFAの完全実施をFTA交渉の前提としており，

両国間のFTA交渉は停滞している（注１５）。これは

両国のTIFAとFTAの順序に対する姿勢の違い

エジプトの地域統合政策の展開と貿易投資パターン

5



に加え，アメリカの国際交渉へのエジプトの支

持や，人権問題，民主化改革などをFTA交渉開

始の条件とするなどアメリカ側が政治的に利用

していることも停滞の要因となっている（注１６）。

なおエジプトはアメリカの「大統領貿易促進

権限」（Trade Promotion Authority）が失効する

２００７年７月までに両国のFTAの締結・発効を目

指していたが，２００６年に入りイランの核開発問

題，イラクへの派兵反対といったエジプトの政

治姿勢に対するアメリカ国内の反発などにより，

この期限を逸する結果となっている［Al−Ahram

２００６］（注１７）。

４．中東・北アフリカ諸国とのFTA

エジプトは１９９０年代以降，積極的に近隣諸国

と二国間貿易協定を結んでいる。地域貿易協定

に関しては，東南部アフリカ共通市場

（COMESA）に１９９９年加盟，アラブ１５カ国で構

成される「大アラブ自由貿易地域」（GAFTA─

─アラブ連盟の呼称では「PAFTA：汎アラブ自由

貿易地域」）に参加している。またバルセロナ

プロセスの枠組みで，モロッコ，チュニジア，

ヨルダンと４カ国で「アガディール協定」を２００４

年に締結し，対EU市場アクセスにおける共通

原産地規則を設定している。

一方２００７年現在の二国間FTA締結国は，スー

ダン（２００３年署名），レバノン（１９９８年批准，翌

年発効），モロッコ（９８年批准，翌年発効），チュ

ニジア（９８年発効），リビア（９０年批准，翌年発

効），ヨルダン（９６年合意，９８年改定のうえ発効），

イラク（２００１年署名），シリア（９１年批准・発効），

トルコ（２００５年署名）である。これらのFTAの

ほとんどは，繊維，タバコ，アルコール，自動

車など双方の国にとって主要産業あるいは政治

的に重要と考えられる品目が自由化の対象外と

されている。また対象品目の自由化も当初合意

された計画から遅れているなど実効性に疑問が

ある。

これは少なくともエジプトの初期の対近隣諸

国のFTA戦略には，政治的な意味合いが重要な

狙いのひとつとして考えられるためである［渡

辺２００５］。つまりFTAによる経済的な効果はと

もかく，相手国との関係の深さを象徴するもの

としてFTA締結が利用されているのである。中

東における政治的盟主を自認するエジプトにと

って，域内諸国とのそうした政治性を帯びる

FTA網を構築し，そのハブとしての立場を確立

する政治的・象徴的意義は小さくないとの認識

がある（注１８）。

一方最近締結されたトルコとのFTAでは（既

に両国間に存在する）租税条約，投資インセン

ティブおよび経済・技術協力についての協定を

拡充し，貿易を増加させ深い経済連携の構築を

目指すという姿勢への転換がうかがえる［NASR

２００６］（注１９）。これはバルセロナプロセスの参加

を境に，エジプトの地域経済統合戦略がEU連

合協定，アメリカとの貿易・投資協定，あるい

はトルコとのFTAにみられるように，（１）相手

側市場へのアクセス拡充を通じた既存の輸出の

確保は当然として（注２０），（２）投資誘致，（３）（関

税・非関税障壁の撤廃により，外国企業との競争

を通じた）国内産業の活性化と国際競争力向上

を目指すものに変化していることがみてとれ

る（注２１）。

もちろんこのようなシナリオを実現するため

には，経済諸制度の変革や産業構造の転換とそ

れにともなう短・中期の失業増加，関税削減に

伴う歳入減，対外収支不均衡の拡大などが不可

避である（第Ⅳ節参照）。だがエジプト政府内に
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は，民主化といった政治的コストには依然とし

て抵抗を示しつつも，中長期的には多国間貿易

交渉によって貿易自由化はいずれにせよ現実の

ものとなることから，むしろ積極的にエジプト

経済の近代化・グローバル化に対応していこう

との認識が存在する［渡辺２００４］。

Ⅱ エジプトの経済と

貿易パターンの変化

１．近年のエジプト経済傾向

前節の通りエジプトの対外通商関係には１９９０

年代以降大きな変化がみられるが，では実体経

済には何らかの影響があったのか。以下GDP，

貿易，投資面から検証していく。

２００１年の９．１１同時多発テロ以降成長が鈍化し

ていたエジプト経済は，２００４年から回復の兆し

がうかがえる（表１）。２０００年に５．４パーセント

の成長を遂げて以降，２００３年には３．１パーセン

トまで落ち込んだものの，２００５年には４．９パー

セントまでもち直している。この傾向について，

Central Bank of Egypt（２００５）は，おもに観光

産業とスエズ運河収入というエジプトの伝統的

な産業基盤の伸びにその要因を見出している。

この傾向は，他のMENA諸国にもうかがえ

る。イスラエルは２００１および２００２年にマイナス

成長に落ち込んだものの２００３年以降プラスに転

じ，また同じ２００３年にはアルジェリア（６．９パ

ーセント），クウェート（９．７パーセント）リビア

（９．１パーセント）サウジアラビア（７．７パーセン

ト），UAE（１１．３パーセント）が過去数年間で最

大の成長を達成している（注２２）。

１９９５１９９６１９９７１９９８１９９９２０００２００１２００２２００３２００４２００５
（参考）

GDP（a） GDP／人（b）

アルジェリア＊

バーレーン
エジプト＊

イラン
イスラエル＊

ヨルダン＊

クウェート
レバノン＊

リビア
モロッコ＊

オマーン
カタール
サウジアラビア
シリア＊

チュニジア＊

トルコ＊

UAE
イエメン

３．８
３．９
４．５
２．７
６．７
６．２
１．４
６．５
０．７
―６．６
４．８
５．５
０．２
７．０
２．４
６．７
７．９
１２．５

３．８
４．１
４．９
７．１
５．４
２．１
０．６
４．０
３．１
１２．２
２．９
４．５
３．４
９．８
７．１
６．６
６．２
７．４

１．１
３．１
５．９
３．４
３．６
３．３
２．５
４．０
４．３
―２．２
６．２
３１．１
２．５
５．０
５．４
７．５
６．７
６．４

５．１
４．８
７．５
２．７
３．７
３．０
３．７
２．３
―０．４
７．７
２．７
１１．７
２．８
６．８
４．８
３．０
４．３
５．３

３．２
４．２
６．１
１．９
２．３
３．４
―１．８
―１．２
０．３
―０．１
―０．２
４．５
―０．７
―３．６
６．１
―４．４
３．９
３．５

２．１
５．３
５．４
５．１
７．７
４．３
１．９
１．２
１．１
１．０
５．５
９．１
４．９
０．６
４．７
７．４
５．０
４．４

２．６
４．６
３．５
３．７
―０．３
５．３
０．７
４．２
４．５
６．３
７．５
４．５
０．５
３．８
４．９
―７．５
８．０
４．６

４．７
５．２
３．２
７．５
―１．２
５．７
―０．５
２．９
３．３
３．２
２．３
７．３
０．１
４．２
１．７
７．９
４．１
３．９

６．９
７．２
３．１
６．７
１．７
４．１
９．７
５．０
９．１
５．５
１．９
８．６
７．７
２．６
５．６
５．８
１１．３
３．１

５．２
５．４
４．１
５．６
４．４
７．７
７．２
６．０
４．４
４．２
４．５
９．３
５．２
３．４
５．８
８．９
８．５
２．５

５．３
６．９
４．９
５．４
５．２
７．２
８．５
１．０
３．５
１．７
６．７
６．５
６．６
２．９
４．２
７．４
８．５
３．８

１０２．０３
１３．５２
８９．４８
１９２．３５
１２９．８４
１２．７１
７４．６０
２２．０５
３８．７４
５１．６２
３０．７３
３４．３４
３０９．９５
２７．３０
２８．６７
３６２．４６
１２９．６４
１５．１９

３，０８６
１８，４０３
１，２６５
２，７６７
１９，２４８
２，３１７
２６，０２０
６，０３４
６，６９６
１，７１３
１２，６６４
４３，１１０
１３，４１０
１，４６４
２，８２９
５，０６２
２７，７００
５８６

（出所）IMF（２００６）。
（注）＊バルセロナプロセス参加国，（a）２００５年，１０億米ドル，（b）２００５年，米ドル。

表１ 地中海・中東地域の実質経済成長率推移（２０００～２００５年）

（％）

エジプトの地域統合政策の展開と貿易投資パターン
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では経済の構成はどうか。原油への依存度が

高いアラブ諸国のなかでは，エジプトは金融な

どサービス部門の対GDP比が大きく，その他

農業や製造業の割合も大きい（表２）。２００４／０５

年度の各部門の対GDP比は，流通・金融・保

険１９パーセント，農業１５パーセント，製造業１８

パーセントとなっている。バルセロナプロセス

の直前１９９４／９５年度から１０年間の各部門のGDP

比の推移をみると，これらの部門のエジプト経

済に占める位置はほとんど変化がない。またそ

れ以外の部門も建設（５から４パーセントに減少），

石油関連産業（８から１２パーセントに増加），不

動産（１．８から３．５パーセントに増加）以外は大き

な変化はなく，エジプト経済は（少なくとも大

きい品目分類では）硬直的にみえる。

２．輸出

輸出額は２００２／０３年度以降順調に伸びてお

り，２００１／０２年度の総輸出４１億ドルから２００４／０５

年度には約７７億ドルに増加している（表３）。

これはGDPと同様に９．１１同時多発テロの影響

からの回復とみることができるかもしれない。

だがより重要な要因として，主要通貨に対する

エジプトポンド安（２０００／０１～２００４／０５年の間で，

米ドル，ユーロ，英ポンドに対して５割程度減価）

が考えられる（表４）（注２３）。

輸出産品の構成はどうか。表３の２００４／０５年

をみると，その５割近くを石油関連（HS分類「０５

鉱物性生産品」）が占め，繊維（「１１」１３パーセン

ト），鉄鋼等（「１５」９．８パーセント），農産品（「０２」

約８パーセント）が続く。また過去１０年間の推

移をみると農産品に変動はないが，エジプトの

伝統的輸出品目とされてきた繊維は，輸出全体

に占める割合が１９９５／９６年の２８パーセントに比

べ２００４／０５年には半減している。また化学工業

品（「０６」），鉄鋼，木材（「０９」）も減少している。

他方プラスチック・ゴム（「０７」）は１９９５／０６年

には全体の１パーセントにも満たなかったが

２００４／０５年には３パーセント弱に伸びている。

また表３と同じ統計資料によれば，２００４／０５

年の石油関連輸出と非石油輸出の比率は４対６

１９９４／９５ １９９５／９６ １９９６／９７ １９９７／９８ １９９８／９９ １９９９／００ ２０００／０１ ２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５

農業
製造業
石油関連
電気・水道
建設
運輸（a）
流通・金融・保険
ホテル・レストラン
不動産
公的サービス（b）
社会保障（b）
政府社会サービス（b）

１６．８
１７．４
７．９
０．２
５．０
１０．３
２０．８
１．５
１．８
０．４
０．１
１６．１

１７．３
１７．７
６．９
１．９
５．２
１０．０
２１．１
１．５
１．８
０．４
０．１
１６．３

１７．０
１７．６
７．１
１．７
４．９
９．２
２２．８
１．６
１．８
０．４
０．１
１６．１

１７．１
１８．３
５．８
１．６
５．１
９．０
２３．１
１．２
１．８
０．４
０．１
１６．４

１７．３
１９．５
４．６
１．６
５．２
９．２
２２．６
１．３
１．９
０．４
０．１
１６．２

１６．７
１９．４
７．４
１．６
４．８
８．８
２１．８
１．６
１．９
０．４
０．１
１５．５

１６．６
１９．１
７．９
１．６
４．７
９．１
２１．５
１．６
１．９
０．４
０．１
１５．４

１６．５
１９．１
８．９
２．１
４．７
９．０
２０．７
１．８
３．９
９．９
――
３．４

１６．７
１８．８
９．４
２．１
４．３
９．３
２０．３
２．０
３．８
１０．２

――
３．２

１５．１
１８．３
１２．６
１．９
４．１
９．７
１８．８
２．８
３．５
１０．２

――
３．０

１４．９
１７．９
１１．９
２．０
４．０
１０．３
１８．８
３．４
３．５
１０．３

――
３．０

合 計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（出所）Ministry of Economic Development, Egypt（２００７）。
（注）（a）スエズ運河収入を含む。

（b）２００１／０２年度より統計分類の変更のため政府および公的サービス部門の数値は前期と整合しない。

表２ エジプトGDP構成比（１９９３／９４～２００４／０５年度）

（％）
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HS分類 １９９５／９６ １９９６／９７ １９９７／９８ １９９９／００ ２０００／０１ ２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５

０１ 動物及び動物性生産品
０２ 植物性生産品
０３ 動物・植物性油脂等
０４ 調製食料品，飲料，アルコール，食酢，たばこ
０５ 鉱物性生産品
０６ 化学工業の生産品
０７ プラスチック・ゴム及びその製品
０８ 皮革・毛皮及びその製品
０９ 木材及びその製品
１０ 木材パルプ等，紙製品
１１ 紡織用繊維及びその製品
１２ 履物，帽子，傘，つえ等
１３ 陶磁製品，ガラス製品等
１４ 真珠，貴石，貴金属
１５ 卑金属（鉄鋼，銅，アルミ等）及びその製品
１６ 機械，電気機器
１７ 輸送機器関連品
１８ 光学機器，測定機器，精密機器等
１９ 武器，銃砲弾
２０ 雑品（家具，玩具等）
２１ 美術品，骨董

０．５
８．７
０．１
１．４
３７．０
５．４
１．０
０．３
０．４
０．６
２８．２
０．３
１．１
０．０
１１．６
０．５
０．１
０．０
０．０
０．６
０．０

０．６
９．５
０．２
１．４
４７．２
４．５
１．１
０．３
０．２
０．５
２１．２
０．３
１．１
０．０
８．３
０．４
０．１
０．１
０．０
０．６
０．０

０．６
６．３
０．３
１．２
４６．２
４．９
１．６
０．５
０．２
０．４
２３．２
０．２
２．２
０．０
８．１
０．５
０．７
０．１
０．０
１．１
０．０

０．７
８．２
０．８
１．０
３７．５
６．５
３．４
０．４
０．１
０．７
２４．９
０．１
２．９
０．０
６．５
０．８
０．２
０．１
０．０
０．９
０．０

０．３
６．６
０．５
１．２
４２．９
６．３
１．８
０．５
０．１
０．６
１９．７
０．２
８．４
０．０
６．５
１．０
０．１
０．０
０．０
０．５
０．０

０．４
８．２
０．４
１．６
４１．７
６．７
２．８
０．６
０．２
０．９
１７．５
０．０
２．４
０．３
７．５
１．２
０．１
０．１
０．０
０．５
０．０

０．５
７．１
０．３
１．６
３６．４
５．６
２．０
０．６
０．１
０．７
１７．１
０．０
５．１
３．１
８．６
１．３
０．１
０．０
０．０
０．６
０．０

０．６
６．５
０．４
１．６
４７．７
５．４
２．６
０．５
０．１
０．６
１４．６
０．０
１．６
１．９
８．４
０．８
０．１
０．０
０．０
０．４
０．０

０．６
８．０
０．３
１．５
４８．９
３．０
３．０
０．４
０．１
０．３
１３．１
０．０
３．２
０．１
９．８
１．０
０．４
０．０
０．０
０．４
０．０

総輸出額（百万米ドル） ３，５２４ ３，６１７ ３，９３１ ３，５４８ ４，６８６ ４，１１２ ４，６８８ ６，１８７ ７，６９５

（参考）総輸出額（百万エジプトポンド） ―― –– –– １２，１６４ １６，３９６ １６，４９８ ２１，１４１ ３６，８２３ ４７，７１８

（出所）Central Bank of Egypt（２００７）。
（注）上記構成比には，免税特区との取引および再輸出は含まれていない。

本データはエジプト税関のものであり，中央銀行の記録による表２の経常収支のデータとは一致しない。

表３ エジプト輸出構成比の推移
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である。後者のうち原綿は輸出全体の７．７パー

セントで，その他の原料は５．６パーセント，中

間製造品１６．４パーセント，完成品２６．２パーセン

トであった。なお完成品は１９９８／９９年の３８．８パ

ーセント以降漸減傾向にあるが，これ以外は過

去１０年間大きな変動はない。

以上のようにエジプトの輸出は，近年のエジ

プトポンド安などによる増加がみられるものの，

石油に大きく依存する構造には変化がない。こ

れは同国の産業別GDP構成比が例年ほぼ一定

している硬直的な経済構造を考えれば，例えば

より付加価値の高い製造業へ，あるいは国際競

争力の高い特定の産業に大きく転換した形跡は

見出せない。他方エジプトが伝統的に比較優位

をもつ繊維産業は，他国との競争に直面し輸出

市場を浸食されていると推察される。このこと

が，FTAを通じて主要市場への市場アクセスを

競合国と同程度にするために，先述のFTAの目

的転換や欧米とのFTA締結を，エジプト政府に

急がせた要因のひとつとして考えられよう。

３．輸入

輸入パフォーマンスについても，GDP成長

と同様にドル建ての輸入総額についてみれば

２０００年代初めは低迷している（表５）。だがポ

ンド建てでみると２０００／０１年および２００１／０２年は

５０００万ポンド前後に落ち込んだが，その後ポン

ド自由化を経て急激に増加し２００４／０５年には

８０００万ポンド弱まで伸びている。

エジプトのおもな輸入品目は，機械・電気機

器（HS「１６」１６パーセント），小麦粉などの農産

物（「０２」１１．４パーセント），鉱物性生産品（「０５」

１０パーセント），化学工業（「０６」９パーセント）

金属（「１５」９パーセント）である（２００４／０５年）。

これらの輸入全体に占める割合は，鉱物性生産

品（１９９５／９６年から２００４／０５年の間に２．８から１０パー

セントに増加した）を除けば過去１０年間に劇的

な変化はみられない。

また表５と同じ統計資料によれば，２００４／０５

年の輸入構成は，原料１４．４パーセント，中間財

３８．８パーセント，投資財１１．５パーセント，消費

財１７．１パーセントであった。中間財は１９９９／２０００

年の４４．６パーセントから漸減傾向にあるが，そ

れ以外の比率は過去１０年間大きな変動はない。

この硬直的な輸入パターンからみても（例えば

中間財輸入の増加から類推される製造業の振興と

いった）経済構造の転換が進んでいないことを

示すものであろう。

４．貿易相手国

表６は，１９９５／９６年および２０００／０１～２００４／０５

年のエジプトの貿易相手地域の推移を示したも

のである。バルセロナプロセスの始まった１９９５

年時点ではEUなどの西欧が輸出入とも４割以

１９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

米ドル
ユーロ
英ポンド

３．４０
３．８３
５．５７

３．４１
３．８４
５．６６

３．４２
３．６２
５．５２

３．６５
３．２７
５．３８

４．０７
３．６４
５．８７

４．６３
４．４１
７．００

５．８６
６．６５
９．５９

６．１５
７．７３
１１．２８

（出所）Central Bank of Egypt（２００５）。
（注）エジプトポンド／対象通貨，年平均レート。

２００２年までは中央銀行基準レート，２００３年以降は中央銀行買いレート。

表４ エジプトポンド為替レート推移
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HS分類 １９９５／９６ １９９６／９７ １９９７／９８ １９９９／００ ２０００／０１ ２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５

０１ 動物及び動物性生産品
０２ 植物性生産品
０３ 動物・植物性油脂等
０４ 調製食料品，飲料，アルコール，食酢，たばこ
０５ 鉱物性生産品
０６ 化学工業の生産品
０７ プラスチック・ゴム及びその製品
０８ 皮革・毛皮及びその製品
０９ 木材及びその製品
１０ 木材パルプ等，紙製品
１１ 紡織用繊維及びその製品
１２ 履物，帽子，傘，つえ等
１３ 陶磁製品，ガラス製品等
１４ 真珠，貴石，貴金属
１５ 卑金属（鉄鋼，銅，アルミ等）及びその製品
１６ 機械，電気機器
１７ 輸送機器関連品
１８ 光学機器，測定機器，精密機器等
１９ 武器，銃砲弾
２０ 雑品（家具，玩具等）
２１ 美術品，骨董

５．０
１４．４
４．４
４．９
２．９
９．１
６．３
０．１
５．４
５．１
３．７
０．１
１．０
０．１
１０．１
１９．１
５．６
２．１
０．１
０．７
０．０

４．０
１６．２
４．０
５．６
４．０
８．３
６．２
０．０
４．６
３．７
３．５
０．１
１．１
０．１
１０．９
２０．１
５．０
２．１
０．０
０．６
０．０

３．６
１２．６
３．７
６．５
４．１
９．０
６．６
０．０
４．９
３．６
３．３
０．１
１．２
０．６
１０．３
２１．１
５．５
２．４
０．０
０．８
０．０

４．５
１０．９
２．６
５．１
８．９
８．２
５．４
０．１
３．８
３．２
２．７
０．３
１．１
０．３
９．７
２２．１
４．１
２．０
０．０
０．８
０．０

５．１
１２．８
２．２
５．４
９．２
８．２
５．５
０．１
４．４
２．５
２．０
０．３
１．２
０．１
８．５
２１．１
４．０
２．０
０．０
１．０
０．０

４．５
１３．８
１．４
６．７
６．１
９．１
５．２
０．１
４．４
３．０
２．１
０．２
１．０
０．２
９．７
１９．２
３．１
２．１
０．０
０．９
０．２

４．３
１６．０
１．５
６．５
５．１
１０．０
４．７
０．１
４．４
２．３
２．０
０．３
１．１
０．０
９．３
１７．０
２．８
２．１
０．０
０．９
０．０

３．７
１４．１
１．４
６．１
６．２
９．８
４．８
０．１
４．４
２．３
２．５
０．２
１．０
０．０
８．０
１５．６
３．２
２．０
０．０
０．８
０．０

３．４
１１．４
２．８
５．３
１０．０
９．１
５．１
０．１
３．８
２．３
３．５
０．２
１．１
０．０
８．９
１５．９
３．１
１．８
０．０
０．８
０．０

総輸出額（百万米ドル） １１，７６１ １３，０３２ １３，２３３ １６，０１９ １３，９４２ １２，６３３ １２，５２４ １０，９３８ １２，８６６

（参考）総輸出額（百万エジプトポンド） ―― –– –– ５４，３８９ ４８，６４５ ５０，６５７ ５６，４８１ ６５，０８３ ７９，７１０

（出所）Central Bank of Egypt（２００７）。
（注）上記構成比には，免税特区との取引および再輸出は含まれていない。

表５ エジプト輸入構成比の推移
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上を占めていた。その後，エジプトにとって西

欧は依然として最大の貿易相手であることに変

わりないものの，１９９０年代末以降輸出先として

のシェアは減少し，２００４／０５年には輸出は３０パ

ーセント強，輸入も２８パーセントに下落してい

る。

これはアメリカについても同じ傾向が観察さ

れる。１９９５／９６年時点で北米への輸出は全体の

１５パーセント，輸入は２０パーセント弱であった。

だがこれらの割合もそれ減少傾向を示し２００４／

０５年にはそれぞれ８パーセント，１２パーセント

になっている。欧米諸国全体（「西欧」と「北米」

の和）でみると，エジプトの貿易に占める割合

は１９９５年の６割から２００４年には４割に減少して

いる。

他方，アフリカとの取引は絶対的なボリュー

ムは小さいながら輸出入とも増加傾向を示し，

また「その他」に分類される国々との貿易も１９９５

／９６年と比べ大幅に増加している。このように

貿易相手として欧米諸国の相対的な位置づけが

縮小するとともに，輸出入とも貿易相手国の多

様化がはっきりとみてとれる。

この傾向は「貿易結合度指数」によっても裏

付けられる（表７）。貿易結合度指数（Trade

intensity index）は，貿易取引量のバイアスを廃

して両国間の貿易密接度を測るもので，この値

が１より大きければ両国はお互いに依存性が高

いと判断できる（注２４）。対EU貿易は１９９０年代か

ら２００４年までの間，１前後で推移している。こ

れはエジプト貿易にとってEUの占有率は高い

１９９５／９６ ２０００／０１ ２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５

輸出先
東欧
西欧
アジア
アフリカ
北米
中南米
オセアニア
その他

１０．３
４２．５
２４．５
５．０
１５．０
０．４
０．０
２．３

４．３
３８．８
２６．９
４．２
８．８
０．８
０．１
１６．１

４．８
３１．４
２９．９
５．２
８．６
０．９
０．０
１９．３

５．０
２７．６
３４．１
５．４
８．５
０．４
０．１
１９．０

６．６
３２．５
２８．１
８．２
８．６
０．５
０．１
１５．５

６．９
３１．８
２８．９
８．１
８．０
０．４
０．３
１５．５

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

輸入元
東欧
西欧
アジア
アフリカ
北米
中南米
オセアニア
その他

９．９
４１．６
１７．２
２．５
１９．６
２．７
１．３
５．０

９．５
３６．２
２５．３
２．２
１５．７
３．１
３．７
４．４

９．９
３２．４
２４．０
２．７
１５．４
４．２
４．５
６．８

１１．０
２９．２
２１．１
４．８
１４．１
５．６
４．３
９．９

１１．３
２７．９
１９．９
５．６
１２．２
６．６
２．３
１４．１

１１．１
２８．０
１９．６
５．７
１２．３
６．８
２．４
１４．０

合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（出所）Central Bank of Egypt（２００７）。

表６ エジプト貿易相手地域構成

（％）
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ものの，それは世界の総貿易におけるEUのサ

イズ自体が大きいためであり，エジプトの対EU

貿易はそれを反映しているにすぎない。つまり

EUに対する実際の依存度はとりわけ高いわけ

ではないことを示している（注２５）。

Söderling（２００５）の推計では，EUとの連合

協定を早期に批准したチュニジア，モロッコな

ど他のMENA諸国に比べ，エジプトの対EU貿

易は期待される水準を一貫して下回っている。

このEUとの統合の遅れは，「はじめに」で示し

た統合の射程にある（１）～（３）に向けた転換の停

滞と捉えることができよう。これは先述のエジ

プトの硬直した経済構造や（より大きな品目分

類における）貿易構造によってもうかがえる。

ではエジプトとMENA諸国との関係はどう

か。アルジェリア，シリア，マルタ，モロッコ，

ヨルダンの１９９０年と２００４年の数値を比べると，

エジプトにとってこれらの国への貿易依存度が

増大していることがみてとれる。特にアルジェ

リア，マルタについてはかつて依存度が１未満

（つまりそれぞれの国の総貿易額から考えてエジ

プトとの取引は希少）であったが，２００４年には

それぞれ２．８８，８．３８と高い依存度になっている。

他方１９９０年に１４．８９と非常に高い依存度であっ

たイスラエルは，２０００年に０．５３に激減し，２００２

年以降は低迷している。他方，湾岸諸国との関

係をみると，UAE，カタール，サウジアラビ

アへの依存度は高く観察期間のほとんどの結合

度は２以上である。またオマーンのように２０００

年以降依存度が高まっている国もある。ただし

クウェートは（依然として１以上の結合度ではあ

るものの）下降傾向を示し，あるいはバーレー

ンのように一貫して貿易関係が希薄な国もある。

これはエジプトが１９９０年代以降推進してきた

近隣諸国とのFTAまたはEUとMENA全体の共

通市場を目指すバルセロナプロセスの効果とい

１９９０ １９９５ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

EU２５
UAE
アルジェリア
イスラエル
オマーン
カタール
キプロス
クウェート
サウジアラビア
シリア
チュニジア
トルコ
バーレーン
マルタ
モロッコ
ヨルダン
レバノン

０．９４
１．５７
０．６４
１４．８９
０．６３
３．３７
５．９３
３．８３
４．３３
６．６５
４．０８
０．９５
０．５６
０．１３
１．０４
８．３０
５．００

１．１８
２．９２
４．３４
９．１９
１．００
３．９１
５．４２
３．２５
６．１６
１７．８０
５．１１
３．４５
０．９５
０．６８
２．３８
１２．４４
９．６０

１．２６
３．５０
２．４７
０．５３
２．１５
３．３２
７．９４
２．６１
６．３３
９．２４
４．３９
２．４４
０．８２
０．５５
３．５０
８．９７
１３．００

０．８３
３．０８
１．９１
８．８０
１．１２
１．８９
１．５２
３．３５
５．２６
１３．４９
３．５０
２．８５
０．９７
６．３８
３．４６
７．９９
１２．８２

１．０５
２．９２
４．２５
０．５３
２．４８
３．３４
４．７２
１．８８
２．９８
８．１０
４．３２
１．９８
０．５９
０．７６
４．０４
１２．９８
８．７５

１．０２
３．６４
３．５４
０．５５
２．９０
５．０１
４．３６
１．５７
２．８９
８．３２
３．７６
２．３１
０．６１
１．８１
７．３５
１７．３５
８．８６

０．９９
２．０８
２．８８
０．５０
２．７１
２．３７
６．６９
１．５１
６．７４
２２．３６
３．５０
１．８７
０．５６
８．３８
４．００
２６．３７
８．０９

（出所）IMF Direction of Trade Statistics Databaseから算出。

表７ エジプトの貿易結合度の推移
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えるだろうか。途上国・地域間の貿易協定の効

果をグラビティモデルによって計測した渡辺

（２００５），Watanabe and Kirkpatrick（２００５）に

よれば，これらの地域のFTAが貿易パターンに

及ぼす影響は少なくとも２０００年代初頭までは限

定的であった。またこれら協定が規定する自由

化が完全には実施されていないことから考えて，

FTA効果と断定することはできない。むしろ経

済のグローバル化の諸現象，例えば情報技術の

発展や国際見本市開催努力などにより，新規の

海外取引先情報が収集し易くなったこと，また

輸送コストの低下といった効果も考慮すべきで

あろう。

５．貿易品目からみたエジプトの比較優位

先述のとおり，おおまかな品目分類ではエジ

プトの輸出パターンは硬直的であるが，ではよ

り細かい分類でみるとどうか。１９９０年代と現在

では何らかの変化がみられるのだろうか。

表８は２００４年時点でのエジプトの顕示比較優

位（RCA）指数の上位２０品目と下落の度合いが

１９９０ １９９５ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

２６３
４２
２６５
６６１
２７３
３２３
３３４
９４１
２７１
５４
６６５
６５８
６１
６７３
６７２
６６３
２７６
２５
５６
３３５

（上位２０品目：SITC Rev２分類）
Cotton
Rice
Vegetable textile fibres, excluding cotton, jute, and waste
Lime, cement, and fabricated construction materials
Stone, sand and gravel
Briquettes ; coke and semi−coke ; lignite or peat ; retort carbon
Petroleum products, refined
Animals, live, nes，（including zoo animals, pets, insects, etc）
Fertilizers, crude
Vegetables, fresh or simply preserved ; roots and tubers, nes
Glassware
Made−up articles, wholly or chiefly of textile materials, nes
Sugar and honey
Iron and steel bars, rods, shapes and sections
Ingots and other primary forms, of iron or steel
Mineral manufactures, nes
Other crude minerals
Eggs, birds’, and egg yolks, fresh, dried or preserved
Vegetables, roots and tubers, prepared or preserved, nes
Residual petroleum products, nes and related materials

３５．６６
６．７７
１６．７９
０．０９
０．５８
８．７７
４．４０
５．０９
０．００
４．７２
０．９５
４．９５
１．１４
０．４６
０．２２
０．０３
０．４１
０．０６
２．７９
１．７５

２６．９７
１１．９１
２２．７７
０．３６
５．０８
２８．５０
８．７１
１３．１２
０．０１
９．６２
２．２９
９．９７
０．５２
３．２５
０．５９
０．０５
１．１８
０．０４
４．１４
３．９５

３９．２６
２０．９４
２１．１５
１．９６
１０．４６
２６．１４
１２．１７
１４．４０
０．５３
５．２２
１．７７
１１．１７
２．５１
２．１６
２．９４
０．０６
２．２４
０．１０
３．６８
１．８０

４６．０９
２９．４２
２８．４５
２．４４
１２．８９
３６．２７
１２．３０
１７．０９
０．４４
５．５１
３．１６
９．７１
３．３８
３．１５
３．６３
０．１１
２．７６
０．５３
３．６９
２．０５

８０．５１
２７．９４
３４．５３
２４．５７
１８．５５
２３．００
１１．４７
１６．４０
６．７１
６．０３
４．３０
６．８１
４．３３
５．５１
５．００
０．１７
４．０６
２．０６
４．２８
１．４６

５６．５４
２４．１７
３０．３９
１８．７３
１４．８１
１７．０９
１５．３８
１０．４１
７．５１
４．５２
１．７５
５．７３
４．３３
５．１２
５．４２
０．４７
３．８３
５．２７
３．７５
３．４９

５７．１２
３０．９７
２４．１５
２３．９７
２０．１９
１５．０２
１３．２３
９．５１
８．５７
６．００
５．６３
５．３１
４．７７
４．５８
４．３９
４．１９
４．１０
３．９１
３．５０
３．３２

６５１
６５２
６５９
６５６
６７９
６９６
５８５

（下落品目：SITC Rev２分類）
Textile yarn
Cotton fabrics, woven（not including narrow or special fabrics）
Floor coverings, etc
Tulle, lace, embroidery, ribbons, trimmings and other small wares
Iron, steel casting, forging and stamping, in the rough state, nes
Cutlery
Other artificial resins and plastic materials

２０．９３
６．７０
４．７７
３．０７
３．７４
４．２７
１１．５８

１３．９０
７．０１
５．２１
０．３５
０．０２
３．７３
０．００

６．１５
３．１３
３．３１
０．１９
０．０５
４．０４
０．００

５．８９
２．４０
０．５５
０．１７
０．０３
２．８５
０．００

４．７３
１．４９
０．４９
１．０３
０．５６
０．７１
０．００

４．２５
１．０７
０．３７
０．１８
０．０８
０．０９
０．００

３．０４
０．８７
０．３６
０．１３
０．０４
０．０３
０．００

（出所）国連COMTRADEデータベースから算出。

表８ 比較優位品目の推移
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大きい品目の１９９０年から２００４年までの推移を表

したものである（注２６）。エジプトの伝統的輸出産

品である原綿（SITCコード２６３）や植物性繊維

（２６５）とともに，コメ（４２），炭類（３２３），石

油製品（３３４）は非常に強い比較優位を保持し

ていることが分かる。野菜類（５４）生きた動物

（９４１）なども一貫して高い比較優位レベルに

ある。また注目すべき点として，１９９０年の時点

で比較優位がなかった品目（RCAが１未満）が

１９９０年代半ばあるいは２０００年代に入って急速に

上位にランクされてきている。例えば石灰・セ

メント等（６６１），石・砂・砂利（２７３），肥料（２７１），

カラス製品（６６５），鋼鉄・棒鋼等（６７３），卵（２５）

などがこれに該当する。またコメの比較優位指

数も上昇している。

他方，この１５年間で大きく比較優位を失った

品目も存在する。紡績糸（６５１）は２００４年時点

でも依然として比較優位はあるが，そのレベル

は１９９０年の２０．９３から下落の一途を�っている。

綿織物（６５２），床敷物（６５９），刃物類（６９６）は，

かつて高い比較優位を保持していたが２０００年代

になると比較優位を失い，また薄絹・レース・

刺繍等（６５６），鉄鋼鋳物（６７９）は既に１９９０年代

半ばに比較優位を失っている。特に樹脂・プラ

スチック製品にいたっては輸出実績が皆無に等

しいレベルに落ち込んでいる（注２７）。

これはどのように解釈すべきか。１９９０年代後

半以降に比較優位が変化した品目がいくつかみ

られるが，これは前項でみたように従来西欧・

北米に偏っていた貿易相手国が分散し始めた時

期と符合する。すなわち貿易相手の所得レベル

や工業化水準あるいは比較優位産業が多様化す

るにともなって，エジプト国内で新たな輸出機

会に呼応した生産形態の転換（あるいは他国と

の競合によって競争力の劣る生産主体の淘汰）が

各産業セクター内で進みつつあると考えること

も可能である。例えば伝統産業である繊維関連

品目は，ポンド安の恩恵によって先進国市場な

どへの輸出は確保しており，全体としてみれば

輸出パフォーマンスに大きな変化がない。原綿

や植物性繊維といった原料がこれに大きな貢献

をしている。だが紡績糸（６５１），綿織物（６５２），

薄絹・レース・刺繍等（６５６）といった付加価

値の低い工業製品については，製造コストのよ

り低い他国の同業者に輸出市場が浸食されてい

ると考えられないだろうか。

Ⅲ エジプトへの

外国投資パターンの変化

１．外国からの資本流入の実績

EUとの貿易自由化によって期待される効果

のひとつとして，EU市場への輸出を企図して

第三国や（エジプトの低い人件費など製造コスト

低減を視野に入れた）EU企業からの投資流入が

あげられる（注２８）。表９は地中海・中東諸国の外

国からの投資実績（FDI流入）の推移を示した

ものである。エジプトの２００５年FDI受入額は５３７

万ドルで，UAE，イスラエルに次ぐ規模であ

る。１９９０年代前半の７５万ドルから２０００年には１２３

万ドル以上まで増加したが，２００１年には５１万ド

ルに急落した。これは９．１１テロ事件の影響とみ

てよいだろう。その後２００４には２１５万ドル，２００５

年には上記の通り過去最大の記録を更新するな

ど外国資本がエジプトに戻りつつある。

他の国々，特にバルセロナプロセス参加国も

１９９０年代後半以降外国資本の流入が増加してい

る。アルジェリアは１９９０年代前半には年間２万

エジプトの地域統合政策の展開と貿易投資パターン
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ドル程度であったが，９０年代後半にはその１０倍

以上に達し，２００１年には１１１万ドルまで増加し

た。またモロッコ，ヨルダン，レバノンも１９９０

年代前半に比べ２００１年には劇的に増加してい

る（注２９）。このような著しい増加は，同時期の途

上国全体および東南アジアではみられない。

他方，MENA諸国と同様にEUの拡大政策あ

るいは連合協定の対象となっている南東欧地域

についてみると，１９９０年代前半のFDI流入は７４５

万ドル程度であったのが９０年代後半以降大幅に

増加し２００４年には１３２８万ドルに達している。同

地域向けの資本流入は，１９９０年代前半は東南ア

ジアとは２０倍以上の開きがあったが２００４年には

２倍未満に縮小している。このようにEU市場

へのより障壁の低いアクセスを確保した新規加

盟国やEUと連合協定を結ぶ南東欧諸国などへ

のFDI流入が劇的に増加していることは，

UNCTAD（２００７）でも指摘されている。次項で

は対エジプト投資国の推移を検証し，上記の投

資増加の意味を検討する。

２．対エジプト投資国

表１０の対エジプト投資国内訳をみると，先述

の貿易と同様にアメリカとEU諸国が外国投資

全体の大部分を占めている。アメリカの投資は

２００４／０５年の一時的な大型案件を除いても，例

年２億ドル前後の安定した実績がある。EUの

なかでは例年一定の投資を行うドイツやイギリ

スに加え，２００２／０３年以降はオランダの投資

１９９０－９４
平均

１９９５－９９
平均

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５

アルジェリア＊

エジプト＊

リビア
モロッコ＊

チュニジア＊

イスラエル＊

バーレーン
イラン
ヨルダン＊

クウェート
レバノン
オマーン
カタール
サウジアラビア
シリア＊

トルコ＊

UAE

２２
７５７
６７
３９０
４１４
４０３
２４８
－２４
７
１１
１１
１１０
５８
３１９
１０２
７１６
１０１

２８６
８５２
－１０５
７９２
４２６
２，０６７
６８８
３１
１７１
１０１
７８４
５９
２６２
１８３
１２３
８２７
４１

４３８
１，２３５
１４１
４７１
７７９
５，０６７
３６４
３９
８１５
１６
９６４
８３
２５２
１８３
２７０
９８２
－５１５

１，１１３
５１０
－１３３
２，８７５
４８６
３，６３０
８０
６１
１３８
－１１１
１，４５１
５
２９６
５０４
１１０
３，３５２
１，１８４

１，０６５
６４７
１４５
５３４
８２１
１，７６５
２１７
５４８
７５
３

１，３３６
１０９
６２４
４５３
１１５
１，１３７
１，３０７

６３４
２３７
１４２
２，４２９
５８４
３，９４１
５１７
４８２
４３６
－６７
２，８６０
４８９
６２５
７７８
１８０
１，７５２
４，２５６

８８２
２，１５７
－３５４
１，０７０
６３９
１，７５３
８６５
１００
６５１
２４

１，８９９
２００
１，１９９
１，９４２
２７５
２，８３７
８，３５９

１，０８１
５，３７６
２６１
２，９３３
７８２
５，５８７
１，０４９
３０

１，５３２
２５０
２，５７３
７１５
１，４６９
４，６２８
５００
９，６８１
１２，０００

（参考）
南東欧
東南アジア
途上国計

７４５
１６，５６７
６４，１０８

２，４７０
２８，７９８
１７８，８０１

３，６１２
２３，５４１
２６６，８２３

４，２４０
１９，５８２
２２１，４４７

３，８７７
１５，７７４
１６３，５８３

８，４５７
１９，９２０
１７５，１３８

１３，２８３
２５，６６６
２７５，０３２

１２，４４５
３７，１３６
３３４，２８５

（出所）UNCTAD（２００６）。
（注）＊バルセロナプロセス参加国。

表９ 地中海・中東地域への外国投資（FDIフロー）

（単位：百万米ドル）
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（２００２／０３年２億８８６０万 ド ル，２００４／０５年２億１８９０

万ドル）が目立つ。

MENA諸国では，規模は小さいもののサウ

ジアラビア，クウェートが対エジプト投資を行

っているが，２００３／０４年以降はそれまで実績の

なかったオマーン（９６００万ドル，２００４／０５年は７０００

万ドル）がアラブの対エジプト投資を底上げし

ている。

２００４／０５年に大きく投資実績を伸ばしたのが

「その他」に分類される国である。MENA諸

国と同様に規模は小さいがシンガポール，イン

ド，韓国，オーストラリア，台湾など過去には

２０００／０１ ２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５

アメリカ ２７７．３ ５４．４％ １５９．０ ２９．９％ ２７７．５ ３１．１％ ２２９．４ ５３．３％ ２，０４０．１ ４９．３％

EU
ドイツ
フランス
イギリス
イタリア
ギリシャ
スペイン
オランダ
ポルトガル
ベルギー
ルクセンブルク
ノルウェー
デンマーク

１９６．２
２５．２
０．１

１２９．４
１．５
－
－
－
－
－
－
－
－

３８．５％
４．９％
－

２５．４％
０．３％
－
－
－
－
－
－
－
－

３６３．２
１７．５
２０８．１
１２．３
２．７
－

８３．８
－

３８．８
－
－
－
－

６８．３％
３．３％
３９．１％
２．３％
０．５％
－

１５．８％
－

７．３％
－
－
－
－

５８４．４
２７．０
６１．４
２８．０
０．５
１．４

１７７．５
２８８．６
－
－
－
－
－

６５．５％
３．０％
６．９％
３．１％
０．１％
０．２％
１９．９％
３２．４％

－
－
－
－
－

４２．５
１０．９
０．３
１６．９
０．２
０．１
－
２．２
－
４．４
７．５
－
－

９．９％
２．５％
０．１％
３．９％
－
－
－

０．５％
－

１．０％
１．７％
－
－

８１３．９
４２．０
３３８．８
５０．１
１５．６
２５．６
５．２

２１８．９
１１６．５
－
－
１．０
０．２

１９．７％
１．０％
８．２％
１．２％
０．４％
０．６％
０．１％
５．３％
２．８％
－
－
－

０．０％

MENA諸国
サウジアラビア
UAE
チュニジア
クウェート
カタール
リビア
ヨルダン
バーレーン
レバノン
オマーン

１２．１
２．２
５．６
－
３．９
－
－
－
０．４
－
－

２．４％
０．４％
１．１％
－

０．８％
－
－
－

０．１％
－
－

３．５
０．９
０．１
－
２．５
－
－
－
－
－
－

０．７％
０．２％
－
－

０．５％
－
－
－
－
－
－

１５．４
３．７
０．２
０．２
９．０
－
０．２
１．５
０．６
－
－

１．７％
０．４％
－
－

１．０％
－
－

０．２％
０．１％
－
－

１５２．２
４．０
３．３
－

１７．６
１．４
－
０．９
１３．９
１５．０
９６．１

３５．４％
０．９％
０．８％
－

４．１％
０．３％
－

０．２％
３．２％
３．５％
２２．３％

２１３．６
３２．４
４０．６
０．０
１７．２
２．０
０．１
０．９
２９．５
２０．８
７０．１

５．２％
０．８％
１．０％
－

０．４％
－
－
－

０．７％
０．５％
１．７％

その他
シンガポール
スイス
日本
カナダ
台湾
トルコ
インド
韓国
オーストラリア

２４．５
－
５．８
－

１１．０
－
－
－
－
－

４．８％
－

１．１％
－

２．２％
－
－
－
－
－

６．３
－
－
－
－
－
－
－
－
－

１．２％
－

０．４％
－
－
－
－
－
－
－

１４．６
－
４．０
２．０
１．３
－
－
－
－
－

１．６％
－

０．４％
０．２％
０．１％
－
－
－
－
－

１０．９
－
５．３
０．５
０．７
－
－
－
－
－

２．５％
－

１．２％
０．１％
０．２％
－
－
－
－
－

１，０６６．９
１９．０
４０．３
６０．４
１０．３
０．６
０．２
９．０
６．７
１１．６

２５．８％
０．５％
１．０％
１．５％
０．２％
－
－

０．２％
０．２％
０．３％

FDI流入計 ５１０．１１００．０％ ５３２．０１００．０％ ８９１．９１００．０％ ４３０．５１００．０％ ４，１３４．５１００．０％

（出所）UNCTAD（２００６）。

表１０ 対エジプト投資（FDI）国の構成

（単位：百万米ドル）
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目立った実績のない国が新たに対エジプト投資

を行っていることが注目される。これは例えば

EUではデンマーク（２００４／０５年），ベルギー，ル

クセンブルク（２００３／０４年）にも同じことがいえ

る。これは先述の貿易相手国（特にエジプトの

輸入）の多様化と同様の傾向を示している（注３０）。

以上の通り近年のエジプトへのFDI流入パタ

ーンには，いくつかの一時的な大型案件を含む

増加傾向と対エジプト投資国の多様化がみてと

れる。これは９．１１テロ事件ショックからの立ち

直りに加え，同時期のエジプトポンド安による

エジプト資産の相対的減価による取得コスト減

が要因のひとつとしてあげられるだろう。だが

前項のとおり他のMENA諸国や南東欧地域に

も共通した傾向がみられるが，これは他の途上

国地域にはみられないものである。他方，２０００

年代に入りこれまで投資実績のなかった国々か

らの投資が流入するなどエジプトの投資先とし

ての魅力が高まっていることがうかがえる。こ

うしてみると，１９９５年からのバルセロナプロセ

スが２００２年のEUとの連合協定合意，２００４年発

効という形で一定の成果をあげており，経済が

好調なEU市場へのアクセスが今後より向上す

ると見込んだ投資，すなわちアナウンス効果が

出ていると考えることもできよう。

Ⅳ エジプトのビジネス環境と

投資誘致の課題

１．ビジネス環境

前節でみたように確かに対エジプト投資は伸

びているものの，実際に外国企業・資本がビジ

ネスを行う場としてエジプトは良好な環境を提

供しているのだろうか。世界銀行の「Doing

Business」ランキング［World Bank２００６］によ

ると，エジプトのビジネス環境は１７５カ国中１６５

位にすぎない（表１１）。また個別項目をみると

エジプトが特に弱い点として，許認可手続き

（１６９位），雇用・労働市場の柔軟性（１４４位），

信用供与（１５９位），納税手続き（１４４位），契約

履行（１５７位）があげられている。

これらの項目を近隣諸国との比較で詳細にみ

ると，例えば許認可手続きに関して，エジプト

は３０の手続き（域内平均１９．９）に２６３日要し（同

２０６．９日），この費用は１人あたりGDPの１００２パ

ーセントにものぼる（同４９９．９パーセント）（注３１）。

また契約履行（に関わるトラブルの際の法的調停）

では，５５の手続き（域内平均４１．６）に１０１０日間

要し（同６０６．１日），この費用は債権の１８．４パー

セントにのぼる（同１７．７パーセント）［World Bank

２００６］。このようないわば「インフォーマル税」

の問題は，筆者がエジプトに進出している日系

企業に対して行った聞き取り調査［渡辺２００５］

からも，エジプトにおける商売の難しさとして

同様のことが指摘されている（ただし翌年のラ

２００６ ２００７

ビジネス環境全体
事業設立の容易さ
許認可の手続き
雇用・労働市場の柔軟性
登記手続き
信用供与
投資家保護
納税手続き
輸出入手続き
契約履行
破産手続き

１６５
１２５
１６９
１４４
１４１
１５９
１１８
１４４
８３
１５７
１２０

１２６
５５
１６３
１０８
１０１
１１５
８３
１５０
２６
１４５
１２５

（出所）World Bank（２００６；２００７）。
（注）２００６年は１７５国，２００７年は１７８国中のランキング（最

高は「１」）。

表１１ エジプトのビジネス環境ランキング
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ンキングは大幅に向上している。World Bank（２００７）

はその理由として，一連の改革──事業設立に際

しての必要最低資本規制の緩和や所要時間の短縮，

登記の費用削減，建設許可手続きの簡素化，輸入

の通関手続き簡素化など──をあげている。これ

は「はじめに」で述べた２００４年以降の改革が評価

されたものといえよう）。

Enders（２００７）はこの状況──２００７年に大幅

に改善されたとはいえ依然として１７８カ国中１２６

位──を，投資に対するリターンが小さく，エ

ジプトの成長を制約する主要な要因としている。

これはエジプトの企業家にとって，複雑な規制

や非効率な政府サービスのため実験や冒険的事

業を起こすリスクが大きく，高レベルの技術へ

進化していくことが困難であることを意味する。

エジプトの比較優位品目が（技術集約産品では

なく）資源関連に限定されているのはこれに起

因するところが大である。より細分化された品

目による貿易データにおいても，（モロッコ，チ

ュニジアなど他のMENA諸国とは対照的に），エジ

プトの資源関連品目の輸出割合の高さは石油・

ガスを除外したとしても変わらない。これはエ

ジプトの産業構造の硬直性を裏書するものとい

える。

２．ビジネス環境と民間投資分野の含意

表１２はエジプトにおけるセクター別民間投資

とGDPの割合を比較したものである。最大の

投資受け入れセクターが原油・鉱業（民間投資

全体の２７パーセント）であることは，これらが

資本集約型の装置産業であり，近年の原油国際

価格の上昇からも順当であるようにみえる。だ

がGDPの１９パーセント弱を占める流通・サー

ビス・金融部門への投資は１．８パーセントにす

ぎない。また雇用吸収が期待される農業分野

（GDPの約１５パーセント）へは，全体の８パー

セントの投資に留まっている。

このように投資対象とGDP構成がアンバラ

ンスであるのは，（公共投資を除いた）民間資本

によるもの，すなわちビジネス環境を比較的ス

トレートに反映するものであり，前項のエジプ

投資額 構成比（％） GDP構成比 ２００４／０５（％）

農業・灌漑・漁業
原油・鉱業
製造業（含石油製品）
電気・水道・ガス
建設
運輸・通信
流通・サービス・金融
ホテル・レストラン
不動産
教育
保健
その他公共サービス

４，７４７
１６，１８３
９，８３８
０

２，２７５
１０，１５９
１，０８３
２，６００
１０，１７７
７４０
７４８
４２８

８．０
２７．４
１６．７
０．０
３．９
１７．２
１．８
４．４
１７．３
１．３
１．３
０．７

１４．９
１１．９
１７．９
２．０
４．０
１０．３
１８．８
３．４
３．５
１０．３

――
３．０

農業
石油関連 製造業
製造業
電気，水道
建設
運輸
流通，金融，保険
ホテル・レストラン
不動産
公的サービス
社会保障
政府社会サービス

合計 ５８，９７８ １００．０ １００．０

（出所）Ministry of Economic Development, Egypt（２００７）。
（注）投資額は百万エジプトポンド，国内投資を含む。

投資分野とGDP構成は統計分類が異なるため「原油，鉱業」「製造業」は必ずしも完全に一致しない。

表１２ 民間投資分野（２００４／０５～２００５／０６年度平均）

エジプトの地域統合政策の展開と貿易投資パターン
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トの劣悪なビジネス環境と投資に対する低いリ

ターンを反映しているといえるだろう。例えば

石油部門への投資が多いのも，たとえエジプト

の比較優位を考慮するとしても，このような投

資を行えるのは前述の煩雑（かつ場合によって

は恣意的な）行政諸手続き，ビジネス立ち上げ

まで長期にわたる準備期間の金利負担，あるい

は付随する様々な問題に対処できるような大資

本であるという側面もあろう。

また国内の産業基盤が整っておらず，原料・

中間品，あるいは工作機械といった生産設備の

調達が困難であることも，さらなる投資を誘致

する障害となっている［Louis, Mahdy and

Handoussa２００４］。これらの障害を反映して対

エジプト投資の多くはエジプト国内市場をター

ゲットとしている。換言すれば，例えば東南ア

ジアにみられるような，国際的な生産ネットワ

ークに参加していないことを意味する。これは

とりもなおさず，対エジプト投資はたとえ工業

部門であっても，（少なくともこれまでは）技術

レベルの低い分野に留まっていることを示す。

これは貿易パターンが硬直的であるというデー

タによっても裏付けられる。

これらの問題の含意は小さくない。エジプト

にとって最大の輸出市場であるEUとの市場統

合のメリットは，少なくとも短・中期ではEU

市場における既存の輸出産品の価格競争力が確

保されることであろう。つまり従来のEU側の

恣意に依存する一方的な特恵付与ではなく，相

互の自由貿易協定という国際条約によってEU

市場の開放を確固たるものにすることを意味す

る。またより長い観点では，（EU市場向けの）

国内生産部門への投資が期待されることがあげ

られる。

だが同じバルセロナプロセスに参加する

MENA諸国，あるいはEUとの統合プロセスに

ある南東欧との投資誘致競争に今後エジプトが

直面するなか，上記のような劣悪なビジネス環

境において企図する結果が得られるだろうか。

エジプト市場において関税が自由化される

EU製品との競争で多くの国内企業が（少なくと

も短期的には）淘汰されることが懸念され，失

業問題が大きな政治的課題であるエジプトにと

ってこの問題は決定的である。またEU産品へ

の関税撤廃による財政収入の低下も無視できな

い。これら統合の負の側面が短期的にはメリッ

ト上回る可能性は否定できない。従って地域統

合の短期的な打撃を抑制しつつそのメリットを

最大限に活かすために，（特に若年層の）雇用が

創出され，経済全体の生産性を向上させ所得レ

ベルを引き上げ国際競争に耐えるような産業を

振興する必要がある。

これを実現するためには，市場統合に何が求

められるのか。ひとつには制度面の改革を通じ

た「深い統合」を推進することが不可欠であろ

う。例えばエジプトは過去２０年間様々な自由化

政策を打ち出してきたが，概して目覚しい成果

が得られるものではなかった。確かに輸出や投

資を促進するための様々な政策決定は存在した

ものの，それらは一貫性がなく（１）取引費用の

軽減，（２）輸出部門の財産権の保証，（３）サー

ビス部門（運輸，港湾・海運，通信，金融・保険

など）の拡充，（４）輸出や投資を側面支援する

法・規制の執行，（５）効果的な輸出促進機関の

創設，（６）労働市場整備といったビジネス環境

を向上させるような制度基盤が欠落していた

［Ghoneim２００２］。投資家にとればこのような

エジプト経済は投資先としての魅力に欠けるの
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は当然であり，海外を市場とする製造業・農業

分野にとれば効率的なサービス部門の不在はコ

ストアップ要因となる。

したがってエジプト（またMENA諸国につい

ても同様であるが）がバルセロナプロセスを含

む欧米との市場統合の果実を得るためには，単

なる国境措置の撤廃だけでなく，国内外からの

投資の促進（およびそれにともなう技術移転）と

それらの活動を支援し対欧米輸出をより円滑に

行うための様々な制度的インフラの整備が必要

となる（注３２）。換言すれば，政府の提供する様々

な自由化政策とそれらの実施を円滑化する制度

によって，ビジネス環境を向上させていくこと

が欧米との経済連携を通じた投資と貿易の活性

化に直結する。２００４年以降の改革は正しい方向

にあるといえる。ただし，これらの実施の徹底

やさらなる改革の進展は，汚職や既得権層から

の抵抗をいかに排除できるかによるのはいうま

でもない。

お わ り に

１９９０年代初頭から始まったエジプトの経済統

合政策は，当初はアラブの盟主という自負を背

景にした近隣諸国との深い結びつきを象徴する

という政治的な意義が大きかった。そこには経

済合理性だけではなく，内政・外交上の政治的

な要因が統合の内容や進展に大きな影響を与え

ていた。これは統合スキームで取り決められた

自由化が完全には実行されていなかったことか

らもうかがえる。だが１９９９年の世界貿易機関

（WTO）シアトル閣僚会合の失敗により多国間

の貿易自由化が停滞し，また９．１１テロ事件の影

響による経済の不振などから，EUとの連合協

定，アメリカとのFTAによってこれらの市場へ

のアクセスを確保し，また自国および海外から

の投資と競争を通じて経済の活性化を図るとい

うエジプト政府の意図がより鮮明になっている。

これは１９９５年のバルセロナプロセスへの参加を

契機として，より経済的意義を見出す方向へ転

換しているといえよう。

だが現在までのところこのような目的が急速

に達成されるかは必ずしも保証されていない。

エジプトの産業構造や貿易パターンは概して硬

直的と判断せざるを得ない。９．１１同時多発テロ

の影響から脱しGDP成長は堅調な伸びを示す

ものの，その構成比に大きな変化はない。例え

ば中間財輸入の増加とその結果であるより高付

加価値・技術集約的な製造業の振興といった経

済構造の転換が進んでいるとはいえない。

また為替レート安の恩恵で輸出は好調である

ものの，依然として石油関連と伝統的な繊維に

依存する構造である。その一方でエジプトが伝

統的に比較優位をもつ繊維産業は，他国との競

争に直面し輸出市場を浸食されている。EUと

の連合協定を早期に批准したチュニジア，モロ

ッコなど他のMENA諸国に比べ，エジプトの

対EU貿易は期待される水準を一貫して下回っ

ている。これはEUとの統合の遅れの一側面で

あると考えられる。

だがより詳細な分類でみると，一部の品目で

は比較優位が大きく変化していることも事実で

あり，これは産業内での改廃が進みつつあると

推察される。これと呼応して従来欧米が大きな

割合を占めていた輸出入の相手国に近年では多

様化の兆しが観察され，近隣諸国や新たな国々

との依存関係が強まりつつある。またFDIの流

入パターンにも近年大きな変化が認められる。
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エジプトを含むMENA諸国向け投資は，途上

国全体および東南アジアに比べ著しく増加して

おり，また投資元も多様化している。これらは

世界経済のグローバル化プロセスの中で，低い

レベルの規律ながらもFTAを結んできたことの

効果や，アガディール協定などバルセロナプロ

セスの枠組みでの様々な努力や，EUとの連合

協定の効果が現れ始めたといえるかもしれない。

エジプトが経済統合を通じて投資の促進を通

じた競争力のある産業育成や産業構造の多様化，

またそれを通じた雇用拡大と経済全体の発展へ

と戦略転換した果実を得るためには，様々な課

題をクリアする必要がある。特に新規の投資を

促すようなビジネス環境の整備が不可欠である。

煩雑な行政手続きや柔軟性を欠く雇用規制など，

他国と比べても劣悪なビジネス環境が新規参入

を阻み，エジプト経済への投資リターンを抑制

し経済全体の活性化の障害となっている。他の

連合協定締結国あるいはEU新規加盟国，中東

欧における（EUとの）安定化・連合協定締結国

などとの投資誘致競争に直面するエジプトにと

って，このような国内事情は決定的である。ビ

ジネス上の取引費用を大幅に引き下げる必要が

あり，そのためにも経済制度の改革はより一層

のペースで進めなければならない。２００４年以降

エジプト政府が進める諸改革はこれらの問題に

対処しようとするものであるが，伝統的な産業

の改廃とそれに伴う失業の可能性など短・中期

的な政治的コストは政権にとって無視できない

ものであり，その実効性は今後注意深くみる必

要がある。

（注１） 例えば１９９０年から２００１年までのデータを

用いた分析［渡辺２００５］によると，MENA地域にお

ける地域統合スキームが締結国間の貿易に与えたプ

ラスの影響は，ほとんど観察されていない。またEU

とエジプトの貿易統合を一般均衡モデルによって分

析した研究［Evans et al.２００６］では，わずかながら

も貿易転換効果の可能性が指摘されている（ただし

貿易自由化によるエジプトの生産性向上は見込める

としている）。

（注２） 本稿は，エジプトと先進国市場つまり欧

州連合（EU）との経済統合をおもな関心としている。

一方エジプトはバルセロナプロセスの一環で，２００４

年にチュニジア，モロッコ，ヨルダンとアガディー

ル協定を締結している。これを含む途上国地域との

経済統合は，締結直後，あるいは締結内容の実施面

の不確実性という点から効果が不透明である。した

がって本稿では取り扱わない。

（注３）１９７７年から９６年の間，ECおよび欧州連合

（EU）による対エジプト支援額は，無償資金援助が

２５億８０００万エジプトポンド，ソフトローンが３１億１９００

万エジプトポンド，食糧援助１６億８０００万エジプトポ

ンドにのぼる［エジプト外国貿易省２００４］。

（注４） バルセロナプロセス参加国は，アルジェ

リア，エジプト，イスラエル，ヨルダン，レバノン，

モロッコ，パレスチナ，シリア，チュ二ジア，トル

コ。また２００４年にEUに加盟するマルタ，キプロスも

含まれる。なおバルセロナプロセスを含むEUの対

MENA政策についてはEUウェブサイト［Euro−

Mediterranean Partnership/Barcelona Process］を参

照。

（注５） またアメリカ主導の中東・北アフリカサ

ミットが１９９４年に開催され同地域の経済圏設立構想

が打ち出されたことも，EUにバルセロナプロセスを

進めさせた要因のひとつである［山田２００６］。

（注６） 連合協定発効後，EUはMENA産工業製品

に対する関税・輸入枠を即時撤廃（農水産・食品は

個別協議），MENA側はEU工業製品に対し最長１２年

の移行期間を経て関税を撤廃していく予定としてい

る。特にMENA諸国の原産地規則や知的財産権の基

準明確化，市場経済体制の発展，社会経済構造の近

代化，技術移転の促進の４点に配慮しながら段階的

に関税・非関税障壁の撤廃を行うとしている。

（注７） エジプト─EU連合協定の原文（英・アラ
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ビア語）は在エジプト欧州委員会代表部ウェブサイ

トに掲載されている。

（注８） エジプトから輸出される工業製品は発効

直後からEU市場で関税が免除されるが，EU製工業品

については以下の通り品目別に段階的自由化スケー

ジュールが設定されている。第１グループ（原料と

資本財：化学製品，紙パルプ，銅，ニッケル，発電

機，鉄道機関車，船舶など）協定発効時に２５パーセ

ント，その後毎年２５パーセント引き下げ（発効４年

で１００パーセント免税）。第２グループ（原料と中間

製品：鉱油・精製品，プラスチック，綿糸・絹糸，

カラス，鉄合金工業機器など）協定発効から３年後

に１０パーセント，その後６年間毎年１５パーセント引

き下げ（発効１０年で１００パーセント免税）。第３グル

ープ（原料，中間製品，完成品：大理石，コークス，

肥料，綿織物など）協定発効から５年および６年後

にそれぞれ５パーセント，その後６年間毎年１５パー

セント引き下げ。第４グループ（乗用車）協定発効

から６年後から毎年１０パーセント引き下げ。他方，

既にEUから付与されているエジプト農産品の特恵条

件はその適用範囲が拡大される。

（注９） EUの対エジプト援助プログラムのMEDA

Ⅰ（１９９６～９９年）では総額６億８６００万ユーロが経済

の市場化，民間セクター開発，経済社会の均衡など

の分野に投入され，MEDAⅡ（２０００～２００６年）では，

EUの「国別戦略ペーパー」［EC２００４c］にもとづい

て，１億９３７０ユーロの規模の支援がEUの国別開発計

画ともいうべき「National Indicative Program」に沿

って行われている。

（注１０） 両者間の法制度の整合や工業規格などへ

のEU基準の適用といった分野の協力など。

（注１１） ENPに つ い て はEUの ウ ェ ブ サ イ ト

［European Neighbourhood Policy］を参照。

（注１２）２００７年３月現在，イスラエル，エジプト，

レバノン，ヨルダン，モロッコ，パレスチナ自治政

府，チュニジア，アルメニア，アゼルバイジャン，

ウクライナ，モルドバ，グルジアがENPのアクショ

ンプランの合意に至っている。

（注１３） その根本にはエジプト側のENPに対する

懐疑的な姿勢がある。そもそもENPおよびカントリ

ーレポートが想定するアクションプランの内容は，

連合協定のそれと大きな違いはない。エジプトにと

ってみれば，なぜ追加的にアクションプランが必要

なのか不明確であった［Oteify２００５］。２００４年によう

やく連合協定の発効に至ったにもかかわらずアクシ

ョンプランというEUとの協定交渉に再び直面するエ

ジプト側には，「この１０年間バルセロナプロセスがほ

とんど機能しなかったことから，単に新たな政策ス

ローガンを付け替えたに過ぎないのではないか」と

いう疑問は根強い。加えてアクションプランでは，

より直接的に民主化改革が取り扱われることが明ら

かになっているところ，「（アクションプランとパッ

ケージとなる資金協力が）ますます政治改革や政策

分野にリンク」される傾向にあることから［Oteify

２００５］エジプト側の警戒感は高い。このようなな

か，２００５年秋にはエジプト大統領選挙という政治日

程があったことも，アクションプランの合意が遅れ

ている要因となった。

（注１４） これはQIZ内で生産される工業製品のうち，

イスラエル製の中間財が１１．７パーセント以上含まれ

るものについてはアメリカにゼロ関税で輸出できる

制度。QIZは現在カイロ郊外，アレキサンドリア，ポ

ート・サイドが指定されている。また２００５年１０月ア

メリカは新たにイスマイリア，スエズ地区もQIZに指

定することに合意している。Lawrence（２００６）は，

QIZや二国間FTAの特定品目の特恵は，エジプトの貿

易構造（特に輸出）を大きく変えうると指摘してい

る。

（注１５）２００７年１０月現在アメリカはMENA諸国の

なかでは，ヨルダン，モロッコ，バーレーン，オマ

ーンとの間で二国間のFTAを結んでいる。

（注１６）２００３年，アメリカはWTO交渉において遺

伝子組み換え作物に関してEUと対立していた。とこ

ろがエジプトがこの問題に関してアメリカ支持を取

り下げたことから，アメリカ側がFTA交渉への動き

を２００４年末まで一時差し止める事態になった。また

米国下院ではエジプトの人権問題（２００５年の大統領

選挙に際し，対立候補となった野党党首が拘束され

た）をとりあげ，政治改革，民主化が達成されない

限り，２０１０年まではFTA交渉が開始されないとして

いる［Agence France Presse２００６］。

（注１７） 大統領貿易促進権限については，外務省

エジプトの地域統合政策の展開と貿易投資パターン
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ウェブサイト［大統領貿易促進権限（Trade Promotion

Authority）について］を参照。

（注１８） Fernández and Portes（１９９８）は，地域自

由貿易協定の非伝統的なメリットとして，（１）第三

国や他の統合グループに対する政治的・経済的発言

力の向上，（２）貿易自由化や政治改革の触媒とそれ

らを実行する担保，（３）将来の政治・経済の発展に

対する保険などをあげている。またLorca and

Escribano（１９９９）は，地中海諸国の文脈では，モロ

ッコ，チュニジア，エジプトにとって，EUとの貿易

協定はイスラム原理主義勢力の脅威への恐れ，イラ

ンやイラクなどの大国への対抗，（欧州が第２次大戦

後に欧州経済共同体を創設したように）中東地域の

安定を担保する一助として，域内および欧州との地

域統合に価値を見出していると論じている。

（注１９） その他エジプトがFTAを交渉あるいは検

討している相手国には，ロシア，インドネシアが含

まれる［Arabic News ２００７］。ロシアとの間では，２００５

年１１月から交渉が開始されている。またインドネシ

アともFTAの検討を始めている。

（注２０） エジプトの主要貿易相手国であるEU，ア

メリカは，既に多くの国とFTAを結んでおり，エジ

プトだけがFTAから外れると不利益を被ることにな

る。例えばアメリカはヨルダンとFTAを結んでいる

ために，アメリカ市場においてエジプト産の繊維製

品はヨルダンの産品に比べて価格競争力を失いつつ

ある。

（注２１） Hoekman and Djankov（１９９７）はアジア

太平洋経済協力（APEC）などの影響から，中東諸国

の政府が中期的に貿易の自由化を通じた経済発展を

目指すようになったことを示唆している。

（注２２） 表１の成長率は各国通貨建てによる。た

だしエジプトポンドは２００１年から２００４年にかけて米

ドルに対し３３パーセント減価しており，表１右のド

ル建てGDPおよび１人あたりGDP比較ではエジプト

の経済規模および所得レベルは一般の理解よりも過

小評価されている。

（注２３） エジプトは２００３年１月に為替レートを自

由化した。これによりエジプトポンドの下落が進ん

だ。Enders（２００７）も輸出の伸びは為替レート減価

が主要因としている。なお２００７年９月の中銀買いレ

ートは，米ドル５．５９，ユーロ７．８８，英ポンド１１．２９

で，２００４年以降比較的安定している。

（注２４） 「i」国（ここではエジプト）と「j」国と

の貿易結合度（Iij）は以下のように定義される。Iij

＝(Xij/Xiw)/(Mjw/Mww)。ただし「Xij」はiからjへ

の輸出総額，「Xiw」はi国の総輸出額，「Mjw」はj国

の総輸入額，「Mww」は世界の総輸入額（＝総輸出

額）。この定義から分かるように，世界全体の貿易量

を基準として，これら二国間の実際の貿易量がこの

基準からどの程度乖離しているかを示す。基準（貿

易結合度が１）を越える場合，二国間の貿易は基準

以上，つまり緊密であると考えられる。

（注２５） EU１５カ国とエジプトの１９９８年単年の結合

度を輸出入別に計測した Lorca and Escribano（１９９９）

では，EUの対エジプト輸出が１．４５，輸入が０．９５で，

本稿と同様の結果が示されている。

（注２６） 品目「i」の顕示比較優位指数（RCA）は

以下の計算式による。RCAi＝(Xie/Xiw)/(Xe/Xw)，

ただし「X」は輸出，「e」はエジプト，「w」は世界

全体を表す。RCA値が１以上の場合，当該品目は比

較優位があるとする。

（注２７） なお顕示総合比較優位指数（顕示比較優

位指数と顕示比較劣位指数の差）でも同様の結果で

あった。

（注２８） EUなど大きな市場を有する国・地域との

経済統合は加盟国へのFDI流入に正の影響を与えうる。

だがMedvedev（２００６）などの実証分析では，そのよ

うな影響は（エジプトなど）低・中所得国について

のみ有意な結果が示されている。なおこの経済統合

と投資の関係は，１９９０年代後半以降の統合スキーム

についてより大きな効果が観察されるが，これらの

スキームは単なる関税の撤廃だけでなく，投資や競

争政策といった制度面の条項を含む深い統合である

ことに留意。

（注２９） EUからのMENA諸国向けFDIを分析した

Bäcker（２００５）でも，EU加盟候補国（当時）のキプ

ロス，マルタへのEUからの投資，また比較的早期に

連合協定を締結したアルジェリア，モロッコを中心

としたMENA諸国へのEU投資は２０００年前後から急増

している。これは明らかにEU市場へのアクセス向上

と，加盟あるいは協定締結に向けた準備段階の経済
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改革が影響を与えていると結論づけている。

（注３０） 貿易（エジプトの輸入）とFDI流入につい

て，Bäcker（２００５）はEUの対MENA諸国輸出とFDI

は正の相関があるとしている。他方Medvedev（２００６）

は両者の関係は不透明であるとしている。これは例

えば個々の統合スキームの加盟国の経済規模や投資

や競争政策といった関税以外の条項の有無にもよる

と思われるが，本稿の範囲を超えており別稿に譲る。

（注３１） 例えば倉庫をエジプトで建てる場合，建

設前の行政手続きや不動産税の納税や保険加入など

で１１１日間，５９１５米ドル，建設中に地元自治体の検査

で延べ１５日間，建設後に自治体の最終検査や登記で

７７日間，６３２４米ドル要する。このほかに電気・上下

水道・電話の敷設で，９８日間２８５米ドルかかる［World

Bank２００６］。

（注３２） エジプト－EU連合協定には投資，サービ

ス自由化，規格統一化，競争政策，税関協力といっ

た様々な深い統合を企図する条項が盛り込まれてい

る。だが競争政策・知的所有権保護・紛争処理以外

は具体的な履行義務はない。このため，例えばアメ

リカが進める二国間のFTAといった他のFTAスキーム

に比べて統合のスコープは大きくない。
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